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神戸市外国語大学の今後のあり方検討委員会の設置及び諮問について 

 

１．設置理由 

急速な少子化等により高等教育を取り巻く状況が大きく変化する中、2025 年 2 月、

中央教育審議会において、「我が国の『知の総和』向上の未来像～高等教育システムの

再構築～」の答申が取りまとめられた。同答申においては、高等教育機関全体の規模

の適正化の観点から、各教育機関が設置者別の役割や機能を踏まえつつ、自らのミッ

ションを再確認し、将来像を定めていくことを求められている。 

 神戸市外国語大学は、1946 年設立の神戸市立外事専門学校を前身とし、1949 年の四

年制大学への昇格以来、幅広い国際知識と高度な外国語能力を具えた人材を育成し、

国際都市・神戸の発展に寄与してきた。 

 一方、神戸市外国語大学を取り巻く状況は、大学設置以降、市内及び近隣大学にお

けるグローバル教育の充実、人材ニーズの多様化など、大きく変化している。また、

今後さらに 18 歳人口の急速な減少や国における理系重視の教育政策の進展などの影

響により、その状況はより一層厳しさを増すことが見込まれる。 

 このような国の動向や大学を取り巻く環境の変化等を踏まえ、公立大学としての意

義や役割、そして今後のあり方について審議検討を行うため、当該委員会を設置した

もの。 

 

 

２．諮問内容 

神戸市外国語大学の今後のあり方について 

①神戸市が公立大学を設置する意義について 

②中央教育審議会の答申（2025 年２月）を踏まえた高等教育機関の見直しの方策の

選択可能性について 

③上記①②を踏まえた神戸市外国語大学の今後のあり方について 

 

 

３．委員名簿 （敬称略・50 音順） 

氏 名 主な役職 

足立 泰美 甲南大学経済学部教授 

佐伯 里香 株式会社ユーシステム代表取締役 

勢一 智子 西南学院大学法学部教授 

田村  秀 長野県立大学グローバルマネジメント学部教授 

中岡  司 宝塚大学学長 

平野 浩之 秋田県立大学副理事長 

和田 孫博 兵庫県私立中学高等学校連合会理事長 
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４．開催スケジュールと主な議題（第 3回以降は予定） 

時期 主な議題 

第 1回 4 月 7 日(火) 

（1）大学の現状把握と議論の進め方 

①諮問内容の説明等 

②附属機関における議論の進め方（議論の方向性） 

③事業概要説明・大学ヒアリング 

第 2回 7 月 17 日(金) 
（1）市が大学を設置する意義と意義が認められる条件 

（2）現状を踏まえた将来にわたる設置意義との適合性 

第 3回 9 月 7 日(月) 
（1）第２回の議論の整理（大学が抱える課題等） 

（2）高等教育機関の見直しの方策の選択可能性 

第 4回 11 月 20 日(金) （1）答申案の確認・議論（12 月中に答申確定予定） 

 

【附属機関の審議のフローチャートと論点】 

① 一般的に基礎自治体が大学を設置している意義は何か 

 ↓ 

② 神戸市が大学を設置している意義とは何か。 

 ↓ 

③ 意義を果たしていると認められる条件 

 ↓ 

④ 
外大の現状を踏まえ、将来にわたって神戸市が大学を設置する意義との適合性が認められ

るか。 

 ↓YES（明確に認められる、概ね認められる）    ↓NO（認めにくい） 

⑤ 
公立大学としての意義をさらに発揮す

るため、改善すべき点は何か。 

 
⑥ 

公立大学としての意義を果たすため

に、どのような課題があるか。 

                        ↓ 

⑦ 
外大が抱える課題が、現行の教育・研究体制を前提として、解決可能か、持続可能性が確

保できるか。 

 ↓YES（現行体制でも改善可能性あり）      ↓NO（解決困難・持続性に限界あり）        

⑧ 

・どのような取り組みが必要か。 

・実施後の効果をどのように把握・評

価すべきか。 

 

⑨ 

現状のままでは持続可能性が確保でき

ず、中教審の答申に想定されるような

抜本的な見直しの検討が必要である。 

↓ 

⑩ 
中教審の答申に想定される各方策（連携／再編／統合／規模縮小／撤退）について、大学

としてのメリット、デメリット、市政への影響、留意点を精査。 

 ↓ 

⑪ 
「他大学との連携」「再編」の方策により、現状の課題を克服し、大学を維持・存続させ

ることが可能か。（課題解決の可能性、実現可能性を検証） 

 ↓YES                                       ↓NO 

⑫ 

・いずれの方策を選択することが最も

有効か。 

・有効性が認められる条件はなにか。 

・実施後の効果をどのように把握・評

価すべきか。 

 

⑬ 

「統合」「規模縮小」「撤退」の選択可

能性について、市としてどのように整

理すればよいか。 

（規模縮小は、課題解決の可能性、実

現可能性を検証） 

 



報告資料 

（参考）市内経済団体、市内高校へのインタビュー調査 

 市が大学を設置する意義の検討の参考として、地域ニーズ等を把握するため、市内

経済団体及び市内高校（公立、私立各 3校の進路指導教員）を対象に、インタビュー

調査を実施した。 

 

【市内経済団体】 

〇インタビュー項目 

 ・産学連携の取組の現状と課題、今後の展開 

 ・企業の人材ニーズ、リスキリングのニーズ 

 ・神戸市外国語大学に期待すること 
 

 〇主な意見要旨 

 ・深刻な人手不足を背景に、企業は地域の大学に対して、「地域への人材輩出・還

流」の役割や、学生の地域企業に対する認知を高める取組みを期待している。 

 ・語学教育の印象が強いため、外国語大学との連携イメージを持ちづらく、教育研

究活動の発信を強化し、連携イメージの可視化が求められる。 

 ・地域企業の人材ニーズとしては、語学などの特定のスキルよりも、コミュニケー

ション能力や主体性といった汎用的な能力を重視する傾向にある。 

 

【市内高校】 

〇インタビュー項目 

・生徒が専攻分野（学部学科）を選ぶ際に重視する点 

・グローバルな学びを志望する生徒が大学を選択する際に重視する点 

・神戸市外国語大学に対する認知（進路指導上の強み・課題） 

・域内の高校生に選ばれ続けるために今後改善・強化が望ましいこと 
 

 〇主な意見要旨 

・グローバルな学びを志望する生徒は、語学そのものではなく、語学はあくまで手

段として、幅広い領域を学べる環境（語学＋α）を求める傾向にある。 

・国際的なキャンパス環境（留学生、外国籍教員の比率、外国語による授業開講な

ど）に対するニーズは高い。 

・公立大学であること、小規模大学ならではの専門性の高い語学教育、模擬国連な

どの特色ある取り組みは強みとして認知されている。 

・大学で語学教育以外にどのような学びが得られるのか見えづらく、地元高校に対

する情報発信や、高大連携事業の強化による進学動機の形成が求められる。 

 

 

 

（参考）その他の検討委員会資料については以下に掲載 

  https://www.city.kobe.lg.jp/a95287/gaidaiarikata.html 

 

https://www.city.kobe.lg.jp/a95287/gaidaiarikata.html

